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 六法全書を暗記するの！？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

みみんんななでで法法務務能能力力をを高高めめまませせんんかか？？  
このニュースレターでは「政策法務」という言葉が多く出てきますが、今回は「法務」に焦点を

当ててみます。法律なんて見るのも嫌だよ！などと言わず、ちょっとだけお付き合いください。  

 

 

 

広く法律に関する事務のことですが、主に自治

体職員が関わるものとして次の事務があります。 
 

▲▼▲ ①法執行 ▲▼▲ 
 
 申請に対する許認可、届出の受付、手当の支給

のように、法律や条例を解釈し、運用する事務の

ことです。特殊な申請があった場合には新たな判

断が必要でしょうし、ルールを守らない者に対し

て許可の取消し、立入検査や命令を行う必要もあ

ります。通知やマニュアルどおり行うだけでは片

付かないことを多くの方が経験しているでしょ

う。相手によって不公平な取扱いをしないことが

原則です。 
 

▲▼▲ ②立法 ▲▼▲ 
 
条例、規則などを制定したり、改正したりす

る事務のことです。課題とその解決方法を検討

し、条文の形にしていきます。県独自の条例を

制定する場合、検討開始から成立までに数年を

要する場合もあります（３ページに実例が掲載

されています）。 

内容によっては、あらかじめ広く一般の意見

を求めるため、意見公募手続（パブリック・コ

メント）を行う必要があります。 
 

▲▼▲ ③争訟 ▲▼▲ 
 
①、②の結果として訴訟や不服申立てがあっ

た場合、これに対応する事務が発生します。よ

く聞かれるのですが、県が訴えられないように

することはできません。きちんと説明できるよ

う、準備しておくことが重要です。 

 また、ルールを守っていない者に対して、場

合によっては訴訟を起こし、毅然とした対応を

取ることも求められます。 

 

 

あの分厚い本の中身を全部覚えられたらすご

いことです！ 

しかし、法令は常に制定・改廃が行われてい

る生き物であり、せっかく覚えた条文もすぐに

過去のものになっていきます。むしろこまめに、

最新の根拠法令を参照する習慣をつけることを

お勧めします。 

根拠法令というと、『○○法第△条第×項』と

いった個別の条文が思い浮かびますが、これは

単独で存在しているわけではなく、複雑な法体
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法務って何？ 
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系の一部として存在しています。 

まずは次の点がどうなっているか、確認して

みましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
業務に直接関係する法令の解説書以外はなか

なか手元にないでしょうし、書籍を読んだだけ

では解決できないこともたくさんありますよね。 

 政策法務課では次のようなサポートをしてい

ますので、ぜひ活用してください。 
 

▼▲▼ 千葉県法規集 ▼▲▼ 
 
千葉県ホームページで県の条例、規則などを

見ることができます。職員の場合は、県庁内ホ

ームページから「各情報システム」→「千葉県

法規集」で県の条例、規則などのほか、現行法

規（国の法律、政令、省令など）の閲覧・検索

ができます（ユーザ ID・パスワードの入力は不

要）。 
 

▼▲▼ 法律相談制度 ▼▲▼ 
 
「行おうとしている業務が法令等に抵触してい

ないか」「困難事案を法的手段によって解決でき

ないか」「法令等の解釈・運用をどうしたらよい

か」といった疑問を抱えていませんか？各部に

配置された政策法務主任と政策法務課政策法務

室が連携して対応しています。 

詳しくは、VOL．６－１を御覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

▼▲▼ パワーアップ研修 ▼▲▼ 
 
平成２２年度も次のとおり実施しますので、

是非ご参加ください！ 

 政策法務（超入門） 

  ８月６日（金）【１日】（３０名） 

 政策法務（解釈・運用研修） 

～法令の味わいかた～ 

  ９月１３日（月）【１日】（２０名） 

 政策法務（チャート化で学ぶ立法） 

～条例づくりのレシピ～ 

  １１月９日（火）、１６日（火）【２日】（２０名） 

 いずれも「法を問題解決のために活用する」

という政策法務の考え方について学ぶとともに、

体験型の演習を通じて法令への理解を深めます。 

 法制執務・訟務実務 

  ９月１０日（金）【１日】（２０名） 

条例や規則の立案、訟務に関する基礎的知識

を習得します。今年度から隔年での開催です。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【政策法務課】 
【各部】 

  
○○ココララムム○○  ～～政政策策法法務務 11 年年生生成成長長記記～～  
はじめまして。今年度から政策法務１年生２人が政策法務ニュースレター担当に 

なりました。無事に成長していけるか心配ですが、政策法務が自分のツールになる 

ように頑張ります。１年生の視点を大事に、政策法務についてわかりやすい連載を 

心掛けていきたいので、よろしくお願いします。 

担当になって早々、「立法事実が大切だ」と先輩からお話がありました。今回のテーマは「立法事実」

です。条例で行政課題の解決を目指す場合の裏付けとなる事実の積み上げ。問題の原因などの情報を数

多く集め、どのように対応するか検討する作業。おおまかに表現するとこのような感じでしょうか。 

大小さまざまな石（諸問題）をきちんと積み上げ、崩れない石垣（立法事実）を築き上げましょう。

頑強な石垣がないと城（条例）そのものは成り立たないですよね。 

 冒頭の『みんなで法務能力を高めませんか？』の記事は、まさに私たちに向けられた言葉のようなも

のです。 

 どうやって調べたらいいの？ 

①その法律・条例の目的・趣旨 

②詳細を定める政省令・規則など 

③法体系の最上位に位置する憲法 

④行政手続法・行政手続条例（行政手続一般

について定めています） 

②連携 
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「千葉県林地開発行為等の適正化に関する条例」の制定について 
  

 
条条  例例  化化  のの  背背  景景  》》》》》》》》》》  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

条条  例例  のの  概概  要要  》》》》》》》》》》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
    

今今  後後  のの  取取  組組  》》》》》》》》》》  

 
 
 

①届出の義務化 
○小規模林地開発行為の届出 
○標識掲示 
○届出 
（着手、変更、休廃止等、完了） 

②適正化の確保措置 
○勧告・公表 
（公益的機能の維持の必要、災害等防止
のための緊急対応） 

○市町村長への通知 
（各種届出があったとき、勧告を行った
とき） 

〔定義〕 
①林地開発行為 
(1.0ha 超)     

 ②小規模林地開発行為 
(0.3ha 以上 1.0ha 以下) 

〔目的〕 
○林地開発行為等の適正な施行の確保
○森林の有する公益的機能の維持 

①許可を受けた者の義務 
○標識掲示、境界明示 
○届出 
（着手、変更、休廃止等、完了、承継） 
○報告（施行状況、災害等） 
○災害等の発生時・許可の取消し後の措置 

②許可を受けた者に対する不利益処分 
○条例義務違反に対する措置命令等 
○災害・水害の防止のための緊急措置命令等

③公表 
命令発動、許可の取消し等に該当した場合 

〔罰則〕  ●罰金  ●両罰規定  ●過料

〔林地開発行為の適正化関係〕 〔小規模林地開発行為の適正化関係〕

〔責務〕 
○事業者 ・ 土地所有者 ・ 県 

〔手段〕 

本県は、起伏の小さい丘陵地、良質な山砂が

産出できる地質、道路・港湾施設等が整備され

た交通網などから、残土埋立てや砂利採取の適

地となっており、全国的に見て林地開発行為（森

林法）の許可件数が多い状況にあります。 

【不適正な林地開発行為等が頻発】 

○許可条件違反や無許可開発の多発 

○同一事業者の再違反等 

○事業地の放置による森林が復元されない状況

○不適正な林地開発行為等による災害の発生 

 

【現在の対策の限界】 

林野庁の通知や技術的助言を踏まえた要

綱により運用してきましたが、行政指導では

強制力がなく、不適正な林地開発行為等を是

正できない状況でした。 
 
【条例化の制定経緯】 

○平成16年 11月、政策法務委員会におい

て、政策法務重要案件に指定 

○平成21年 1月、専門家で構成される条例

検討会から「政策提言」（条例要綱案） 

○国や関係各課との調整・現場の意見の反映

○平成22年 3月、条例制定 

現在、平成22年 10月の条例施行に向けて、規則、審査基準、処分基準、行政指導指針

の整備の準備をしています。パブリック・コメントや関係機関等の意見をこれらに反映する

とともに、関係機関への研修、事業者への周知や啓発の充実を図っていきます。 

農林水産部森林課 

林地開発行為等
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重重  要要  判判  例例  *∴．.:*:・’ 

「地方自治の本旨」にかなった法律の解釈と「条例制定権」 

～神奈川県臨時特例企業税通知処分取消等請求控訴事件判決～ 

＜東京高裁平成２２年２月２５日判決＞ 

 
 

 

 

 

        東京高裁は、次のとおり、神奈川県の主張を認め、控訴を認容しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

              本判決の大きな特徴は、次のとおり、法令の解釈に当たって地方公共団

体の判断をできる限り尊重する姿勢をとっていることです。 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

神奈川県は、一定の法人の事業活動に対し｢臨時特例企業税｣を課する条例を制定し、企業に課税し

ました。 

これを不服とした企業側は、本件条例が地方税法に違反し、無効であるとして訴えを提起したもの

です。 

事件の概要 

判決の概要 

○地方税法は、法定外普通税の課税要件等については、一

定の場合を除きいわば白紙で地方公共団体に委ねてお

り、法定外普通税について地方公共団体が制度設計する

ことは、国の税法の制度設計権を侵すものではない。 

○臨時特例企業税は、法人事業税とは課

税の対象も性質も異なっており、法人

事業税の目的・効果を否定するもので

もない。 

本本件件条条例例はは地地方方税税法法にに違違反反ししなないい  

●本判決が上記のような姿勢をとっていることは、条例制定権の範囲を考える大きなヒントとな

ります。 

●条例の制定に当たっては、立法事実を収集・整理したうえで、憲法適合性、合法性を十分検討

し、裁判所の審査に備えておくことが重要です。 

●企業側は、本判決を不服として上告しており、今後の裁判の動向が注目されます。 

留意点 

○条例は法律の定めに反することはできないが、地方公共団体の権能等を規律する法律は、憲法の

規定を受けて、地方自治の本旨に基づくよう制定されなければならないから、個々の法律の解釈

もできる限り憲法の定める地方自治の本旨にかなうように行われることが求められる。 
 

○地方税法の解釈適用に当たって、憲法が、地方公共団体の課税権を保障し、地方税法の内容が地

方自治の本旨にかなうように要請していることを考慮すべきである。 

本判決の注目すべき点 

条例が法律に違反するかどうかは、両者の間に「矛盾抵触」（※）があるかどうかによって

決すべきである。 

※参考：徳島市公安条例事件判決（同判決については政策法務ニュースレターVol.6-2 の４ページを参照） 


